
盛夏の候、皆さまにおかれましては、ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。

日頃より、温かいご支援と貴重なご意見を賜り、心より感謝申し上げます。社会情勢が大きく
変化する中、地方自治体を取り巻く課題は多様化しています。限られた財源の中で、将来を見
据えた着実な運営が求められています。
皆さまの声に真摯に耳を傾けながら、地域課題の解決と住みよいまちづくりに向けて全力で取
り組んでまいります。今後ともご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

重点課題への取組み（表2）

項目

建設規模の適正化

段階的整備・分散活用の検討

有利な財源の最大活用

維持管理コストを見据えた設計

事業の優先順位を明確化

市民への情報公開と合意形成

市財政への影響懸念（表1）

項目

インフラ整備の先送り

学校・教育施設への影響

福祉・子育て施策

地域振興・市民活動支援

公共施設再編への影響

将来世代負担
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所属（市議会）

経済委員会 ／予算決算委員会／地域公共交通に関する
特別委員会／山鹿植木広域行政事務組合議会議員

Facebookのご登録について

Instagramのご登録について

Instagramの「 検索」でアカウント名

yoshinori_matsukawaを検索し、フォローください

Facebookの「友達を検索」で松川善範を検索し、

友達リクエストをしてください

市財政に影響を及ぼす庁舎コスト

現庁舎の解体費などを含めた概算
事業費は、1,000億円を超える見込
みです。
2024年8月に策定した基本構想
では、概算工事費は421億円と見積
もられていました。しかし、市が2026
年１月に公表した概算工事費は
885億円となり、仮にその他経費が変
わらなかった場合でも、概算事業費は
約1,080億円に達します。
基本構想では、床面積１㎡あたり
の工事費を60万円として試算してい
ましたが、建設コスト上昇を受け、１
㎡あたり118万円に見直されました。
市財政への影響として、表1に示す

新庁舎建設は、防災機能の強化や行政サービスの向上を図るうえで、その必要性が示されています。
しかし、新庁舎建設には多額の財源が必要となり、市財政へ長期的かつ大きな影響を及ぼします。
財政負担が過大となれば、新たな市民サービスの拡充が難しくなるだけでなく、既存事業の見直しや優先順位の再整
理を迫られる可能性もあります。「便利な庁舎を整備すること」と、「持続可能な財政を守ること」をどう両立させるのか。
庁舎建設が市財政へ与える影響を整理するとともに、今後求められる課題や対応の方向性についてお伝えします。

松川 善範

ような分野で「財政的圧迫」や「事業
の優先順位見直し」が懸念されます。

市民と課題を共有し議論推進

新庁舎建設は、市民の安全性確
保や防災機能強化、行政機能維持
の観点から重要な課題である一方、
将来にわたる大きな財政負担を伴う
大型事業です。
そのため、「建てること」自体を目的
化するのではなく、将来的な財政運
営への影響や、市民サービスとの両
立という視点から、慎重かつ丁寧な検
討を進め、市民生活に直結する施策
への影響を十分に検証する必要があ
ります。
また、事業費や将来負担を分かりや
すく示しながら、市民と課題意識を共

有し、議論を積み重ねていくことが重
要です(表2)。

限られた財源の中で、「何を優先し、
何を守るのか」。市民サービス低下を
招かない財政運営との両立が不可欠
です。

「多核連携型のまちづくりと、分散型行政の推進」について

「多核連携都市」を目指す本市では、中心部へ
の一極集中ではなく、地域拠点が役割分担しな
がら連携するまちづくりが重要視されています。

既存公共施設や区役所機能を活用しながら行
政サービスを分散することで、建設コストや将来的
な維持管理費の抑制につながる可能性があります。

本庁舎

区役所

区役所

区役所

多核連携型都市構造

※単位:億円
設計費

土地

取得費

建物

補修費

現庁舎

解体費
移転費 合計

基本構想 約20 約70 約13.5 約90 約1.5 616億円

2026年1月 精査中 精査中 精査中 精査中 精査中 精査中

概算工事費

約421

約885

▼ 新庁舎整備の概算事業費

新庁舎建設が市財政に与える影響
〜市民生活への影響を見据えて〜

高齢化が進む中では、「大きな本庁舎」だけでな
く、地域に身近な行政サービス体制をどう構築する
かという視点も重要です。
また、地域拠点機能を十分に発揮するためには、
人員配置だけでなく、区役所への適正な予算配
分や権限移譲の在り方も重要な課題です。
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